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第１章 総則 

第１条〔趣旨〕 

本規程は、公益財団法人日本バスケットボール協会（以下「本協会」という）の定款第５０条の規定に基づき、本協

会の組織および運営に関する基本原則を定める。 

 

第２条〔遵守義務〕 

① 本協会に加盟または登録する団体（加盟チーム、ブロックバスケットボール協会、都道府県バスケットボール協会、

各種の連盟、以下本章において「加盟・登録団体」という）および個人（選手、指導者等のチームスタッフ、審判員お

よび役職員その他の関係者、以下本章において「選手等」という）は、定款、本規程およびこれに付随する諸規程な

らびに国際バスケットボール連盟（以下「ＦＩＢＡ」という）およびＦＩＢＡ ＡＳＩＡの諸規程ならびにスポーツ仲裁裁判所

（以下「ＣAＳ」という）および一般社団法人日本スポーツ仲裁機構（以下「ＪＳＡＡ」という）の仲裁関連規則のほか､本

協会、ＦＩＢＡおよびＦＩＢＡ ＡＳＩＡならびにＣAＳおよびＪＳＡＡの指示、指令、命令、決定ならびに裁定等を遵守する

義務を負う。 

② 加盟・登録団体および選手等は、本協会がやむを得ないと認める場合を除き、本協会およびＦＩＢＡの許可なしに

は、本協会以外の他国の各国バスケットボール協会に加盟することはできず、また、他国の各国バスケットボール協

会の所轄におけるその主催試合および競技会に参加することはできない。 

③ 加盟・登録団体および選手等は、ＦＩＢＡまたはＦＩＢＡ ＡＳＩＡによって正式に定められかつ本協会ならびにこれらの

団体および個人が服するべきとされた国際競技カレンダーならびに国際試合または国際大会に関する規定等を遵

守するものとする。 

④ 人種、性、言語、宗教、政治またはその他の事由を理由とする国家、個人または集団に対する差別は、いかなるも

のであれ、厳格に禁止されるものとし、これに反する場合には、本規程およびその附属規程に従って懲罰の理由とさ

れることがある。 

⑤ 加盟・登録団体および選手等は、日本体育協会、日本オリンピック委員会、日本障害者スポーツ協会、全国高等

学校体育連盟および日本中学校体育連盟の５団体が採択した「スポーツ界における暴力行為根絶宣言」を尊重する

ものとする。 
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第２章 組織 

第１節 総則 

 

第３条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会の組織を構成する機関およびその運営に関する事項について定める。 

 

第２節 評議員 

 

第４条〔評議員〕 

① 本協会には、４７名以上６０名以内の評議員を置く。 

② 評議員は、本協会の役員を兼ねることはできない。 

 

第５条〔都道府県を代表する評議員〕 

① 評議員には、各都道府県バスケットボール協会の推薦による者４７名（各都道府県バスケットボール協会から各１

名）が含まれていなければならない。 

② 前項の都道府県バスケットボール協会が推薦する評議員は、原則として理事長または専務理事等、その協会の

執行役員の職にある者とする。 

 

第６条〔各種の連盟を代表する評議員〕 

① 評議員のうち、各種の連盟の推薦による者は３名以内とし、同一の連盟から２名以上を推薦してはならない。 

② 前項の各種の連盟が推薦する評議員は、原則として理事長または専務理事等、その連盟の執行役員の職にあ

る者とする。 

 

第７条〔その他の評議員〕 

評議員は、前２条に定める都道府県バスケットボール協会および各種の連盟の推薦による者のほか、理事会お

よび評議員会から推薦することができる。 

 

第８条〔評議員選定委員会〕  

① 評議員の選任および解任は、評議員選定委員会において行う。 

② 評議員選定委員会は、評議員１名、監事１名、オフィス職員１名、次項の定めに基づいて選定された外部委員２

名の合計５名で構成する。 

③ 評議員選定委員会の外部委員は、次の各号のいずれにも該当しない者を理事会において選定する。 

(1) 本協会または関連団体（主要な取引先および重要な利害関係を有する団体を含む。以下同じ）の業務を執行

する者または使用人 

(2) 過去に前号に規定する者となったことがある者 

(3) 第１号または第２号に該当する者の配偶者、３親等内の親族、使用人（過去に使用人となった者も含む） 

④ 評議員選定委員会の議決は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、外部委員の１名以上

が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成することを要する。 

⑤ 評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において定める。 

 

第９条〔評議員の選定〕 

① 評議員は、第５条〔都道府県を代表する評議員〕から第７条〔その他の評議員〕により推薦された評議員候補者の

うちから、評議員選定委員会の議決によって選定する。 

② 特定の評議員とその親族その他特別の関係にある者の合計数は、評議員現在数の３分の１を超えてはならな

い。 

③ 評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の各号の事項のほか、当該候補者を評議員として

適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

(1) 当該候補者の経歴 

(2) 当該候補者を候補者とした理由 

(3) 当該候補者と本協会および役員等（理事、監事および評議員）との関係 

(4) 当該候補者の兼職状況 

④ 評議員選定委員会は、第４条〔評議員〕に規定する評議員の定数を欠くことになる場合に備えて、補欠の評議員

を選定することができる。この場合、次の各号の事項も併せて決定しなければならない。 

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨 

(2) 当該候補者を１人または２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選定する場合は、その旨および当該

特定の評議員の氏名 

(3) 同一の評議員（２人以上の評議員の補欠として選定した場合にあっては、当該２人以上の評議員）につき２人

以上の補欠の評議員を選定する場合は、当該補欠の評議員相互間の優先順位 

⑤ 前項の補欠の評議員の選定に係る議決は、当該議決後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
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る定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 

 

第１０条〔評議員の職務〕 

評議員は、評議員会を組織し、本規程に定める事項を行うほか、理事会の諮問に応じ、会長に対し必要と認め

られる事項について助言する。 

 

第１１条〔評議員の任期〕 

① 評議員の任期は、選定後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時ま

でとし、再任を妨げない。 

② 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選定された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する

時までとする。 

③ 評議員は、第４条〔評議員〕に規定する定数に足りなくなる場合は、任期の満了または辞任により退任した後も、

新たに選定された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

第１２条〔評議員の定年制〕 

評議員は、就任時において、その年齢が７０歳未満でなければならない。なお、評議員が任期の途中において

７０歳の満年齢を迎えた場合は、その評議員は任期が満了するまで評議員として在任することとする。 

 

第１３条〔評議員の解任〕 

評議員が次の各号のいずれかに該当する場合は、評議員選定委員会の議決により解任することができる。ただ

し、この場合、評議員選定委員会で議決する前に、その評議員に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 職務上の義務に違反し、または職務を怠った場合 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、またはこれに堪えないと認められる場合 

 

第１４条〔評議員の報酬等〕 

① 評議員は、無報酬とする。 

② 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

③ 前項に関し必要な事項は、評議員会の議決により別に定める「役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規

程」による。 

 

第３節 評議員会 

 

第１５条〔構成〕 

評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

 

第１６条〔権限〕 

評議員会は、次の各号の事項について議決する権限を有する。ただし、第５号から第８号の事項については、併

せて理事会の議決を要するものとする。 

(1) 理事および監事の選定および解任 

(2) 理事および監事の報酬等の額 

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 定款の変更 

(5) 事業計画書および収支予算書 

(6) 貸借対照表および損益計算書（正味財産増減計算書） 

(7) 財産目録 

(8) 基本財産の処分または除外 

(9) 残余財産の処分 

(10) その他評議員会で議決するものとして法令または定款で定められた事項 

 

第１７条〔評議員会の開催〕 

評議員会は、定時評議員会として毎年度６月に１回開催するほか、必要がある場合に臨時評議員会を開催す

る。 

 

第１８条〔評議員会の招集・議長〕 

① 評議員会の議長は、評議員会において互選する。 

② 評議員会の招集は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の議決に基づき、会長が評議員に対し、付議

すべき事項ならびに日時および場所を示して、開催の日の７日前までに書面または電磁的方法をもって通知しな

ければならない。 

③ 前項の規定にかかわらず、評議員は会長に対し、評議員会の目的である事項および招集の理由を示して、評議

員会の招集を請求することができる。 

④ 第２項の規定にかかわらず、評議員全員の同意がある場合は、招集の手続きを経ることなく評議員会を開催する
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ことができる。 

⑤ 前項の規定により評議員会を開催する場合には、評議員の全員からこれに同意する旨を書面または電磁的方

法により受理し、記録しなければならない。 

 

第１９条〔評議員提案権〕 

① 評議員は、会長に対し、一定の事項を評議員会の目的とすることを請求することができる。この場合において、そ

の請求は、評議員会の日の４週間前までになされなければならない。 

② 評議員は、評議員会において、評議員会の目的である事項につき議案を提出することができる。また、評議員

は、評議員会の日の４週間前までに、提出しようとする議案の要領を招集通知に記載し、または記録して評議員に

通知することを請求することができる。 

 

第２０条〔定足数等〕 

① 評議員会は、評議員の過半数の出席がなければその議事を開き議決することができない。 

② 役員および各専門委員会の委員長は、評議員会に出席して意見を述べることができる。 

 

第２１条〔評議員の議決権〕 

① 各評議員は、評議員会における一議決権を有する。 

② 出席評議員のみが議決権を行使することができ、議決権代理行使によるかまたは書簡による投票は認められな

いものとする。 

 

第２２条〔議決〕 

① 評議員会の議決は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数が出席し、その過半

数をもって行う。ただし、可否同数の場合は議長の決するところによる。 

② 前項前段の場合において、議長は、評議員として議決に加わることはできない。 

③ 第１項の規定にかかわらず、次の各号の決議事項は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く出

席評議員の４分の３以上にあたる多数をもって行わなければならない。 

(1) 理事の解任 

(2) 監事の解任 

(3) 定款の変更 

(4) 基本財産の処分または除外 

(5) その他法令で定められた事項 

④ 理事または監事を選定する議案の議決に際しては、候補者ごとに第１項の議決を行わなければならない。理事

または監事の候補者の合計数が第２４条〔役員〕第１項に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候

補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選定することとする。 

 

第２３条〔議事録〕 

評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、議長および出席者の代表２名以上の

記名押印の上これを保存する。 

 

第４節 役員等 

 

第２４条〔役員〕 

① 本協会には、次の各号の役員を置く。 

(1) 理事 日本国籍を有する２１名以上２７名以内 

(2) 監事 ２名または３名 

② 理事のうち１名を会長、４名以内を副会長、１名を専務理事とする。 

③ 前項の会長および副会長をもって「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」上の代表理事とし、専務理

事をもって同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。 

④ 理事および監事は、相互に兼ねることはできない。 

⑤ 監事は、本協会の職員または本協会の委員会その他の機関の構成員を兼ねることができない。 

 

第２５条〔都道府県を代表する理事〕 

① 前条に規定する理事には、ブロックバスケットボール協会の推薦による者９名（各ブロック１名）を含むものとする。

② 前項のブロックバスケットボール協会が推薦する理事は、原則として所属する都道府県バスケットボール協会の 

執行役員の職にある者とする。かつブロックバスケットボール協会の執行役員の職にある者が望ましい。 

 

第２６条〔各種の連盟を代表する理事〕 

① 理事のうち、各種の連盟の推薦による者は３名以内とし、同一の連盟から２名以上を推薦してはならない。 

② 前項の各種の連盟が推薦する理事は、原則として理事長または専務理事等、その連盟の執行役員の職にある

者とする。 
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第２７条〔役員の選定〕 

① 理事および監事は、別に定める「役員候補者の選定に関する規程」に基づく手続きを経て、就任日の属する年

度の定時評議員会までに、評議員会の議決によって選定する。 

② 会長、副会長および専務理事は、理事会の議決によって理事の中から選定する。 

③ 各理事について、当該理事およびその配偶者または３親等内の親族その他特別の関係がある者である理事の

合計数が、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様とする。 

④ 他の同一の団体（公益法人を除く）の理事または使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある

者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えるものであってはならない。監事についても同様とする。 

 

第２８条〔理事の職務〕 

① 理事は、理事会を構成し、法令および定款で定めるところにより、職務を執行する。 

② 会長は、法令および定款で定めるところにより、本協会を代表し、その業務を執行する。 

③ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある場合または欠けた場合は、その職務を代行する。 

④ 専務理事は、会長および副会長を補佐し、理事会の議決に基づき、本協会の業務を処理する。 

⑤ 会長、副会長および専務理事は、毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理

事会に報告しなければならない。 

 

第２９条〔監事の職務および権限〕 

① 監事は、次の各号の職務を行う。 

(1) 理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成すること 

(2) その他監事に認められた法令上の権限を行使すること 

② 監事は、いつでも理事および使用人に対して事業の報告を求め、本協会の業務および財産の状況の調査をす

ることができる。 

 

第３０条〔役員の任期〕 

① 役員の任期は、前任者の任期満了日の翌日から選定後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。ただし、会長の再任は連続３期まで（期の途中に就任

した場合はその期を含めない）とし、更なる再任は１期以上の空白期間を置いた後でなければならない。 

② 補欠として選定された役員の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

③ 役員は、第２４条〔役員〕第１項で定めた役員の員数が欠けた場合には、辞任または任期満了後においても、新

たに選定された者が就任するまでは、なおその権利義務を有する。 

 

第３１条〔役員の定年制〕 

会長を除く役員は、就任時において、その年齢が７０歳未満でなければならない。なお、会長を除く役員が任期

の途中において７０歳の満年齢を迎えた場合は、その役員は任期が満了するまで役員として在任することとする。

 

第３２条〔役員の解任〕 

役員が次の各号のいずれかに該当する場合は、評議員会において、決議について特別の利害関係を有する

評議員を除く出席評議員の４分の３以上の議決により解任することができる。ただし、この場合、評議員会で議決

する前に、その役員に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 職務上の義務に違反し、または職務を怠った場合 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、またはこれに堪えないと認められる場合 

 

第３３条〔役員の報酬等〕 

① 役員は、無報酬とする。ただし、常勤の役員にはその対価として報酬を支給することができる。 

② 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

③ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の議決により別に定める「役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規

程」による。 

 

第３４条〔責任の免除または限定〕 

① 本協会は、「役員の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」第１９８条において準用される同法第１１１

条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の議決によって、賠償責任額か

ら法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除することができる。 

② 本協会は、外部役員との間で、前項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任

を限定する契約を理事会の議決によって締結することができる。ただし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、

金１０万円または法令に定める額のいずれか高い額とする。 

 

第３５条〔名誉会長等〕 

① 本協会に名誉会長１名を置くことができる。 

② 本協会に名誉顧問、顧問、参与各若干名を置くことができる。 

③ 名誉会長は、理事会および評議員会の推薦により会長が委嘱する。 
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④ 名誉顧問、顧問および参与は、本協会に功労のあった者のうちから、理事会および評議員会の推薦により会長

が委嘱する。 

⑤ 名誉会長は評議員会に出席して意見を述べることができる。 

⑥ 名誉顧問および顧問は、重要な事項について、会長の諮問に応じ意見を述べることができる。 

⑦ 参与は、会長が必要と認める事項について、その諮問に応じ意見を述べることができる。 

 

第３６条〔特任委員〕 

① 本協会の運営を円滑に行うため、理事会の議決を得て、特別な任務を有する委員（以下「特任委員」という）７名

以内を置くことができる。 

② 特任委員は、理事会に出席し、意見を述べ、質疑に応じることができる。ただし、議決権は有しない。 

③ 特任委員の任期は、第３０条〔役員の任期〕第１項前段の規定を準用する。この場合において、この規定中「役

員」とあるのは「特任委員」と読み替えるものとする。 

④ 特任委員には、第３１条〔役員の定年制〕の規定を準用する。この場合において、この規定中「役員」とあるのは

「特任委員」と読み替えるものとする。 

⑤ 特任委員は、本協会の役員または評議員を兼ねることはできない。 

 

第５節 理事会 

 

第３７条〔構成〕 

理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

第３８条〔権限〕 

理事会は、定款に規定する事項のほか、次の各号の事項を議決する権限を有する。 

(1) 本協会の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 会長、副会長および専務理事の選定および解職 

(4) その他理事会で議決するものとして法令で定められた事項 

 

第３９条〔理事会の開催〕 

理事会は、原則として毎月１回開催する。ただし、会長が必要と認めた場合、または理事現在数の３分の１以上

から付議すべき事項を示して理事会の開催を請求された場合は､その請求があった日から１５日以内に臨時理事

会を開催しなければならない。 

 

第４０条〔理事会の招集・議長〕 

① 理事会の議長は、会長または会長が予め指定した副会長がこれにあたる。 

② 理事会の招集は、会長が理事に対し、付議すべき事項ならびに日時および場所を示して、開催の日の７日前ま

でに書面または電磁的方法をもって通知しなければならない。ただし、緊急の必要がある場合は、各理事の同意

を得て、この期間を短縮することができる。 

③ 会長が欠けた場合または会長に事故がある場合は、副会長が理事会を書面または電磁的方法にて招集する。 

④ 副会長が会長と同様の事態となった場合には、専務理事が理事会を書面または電磁的方法にて招集する。 

 

第４１条〔定足数等〕 

① 理事会は、理事現在数の過半数の出席がなければ、その議事を開き議決することができない。 

② 理事会の議事は、本規程に別段の定めがある場合を除くほか、出席理事の過半数をもって決し、可否同数の場

合は、議長の決するところによる。 

③ 監事および各専門委員会の委員長は、理事会に出席して意見を述べることができる。 

 

第４２条〔理事の議決権〕 

① 各理事は、理事会における一議決権を有する。 

② 出席理事のみが議決権を行使することができ、議決権代理行使によるかまたは書簡による投票は認められない

ものとする。 

 

第４３条〔議決〕 

① 理事会の議決は、定款に別段の定めがある場合を除くほか、決議について特別の利害関係を有する理事を除く

理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

② 前項前段の場合において、議長は理事として議決に加わることはできない。 

 

第４４条〔議決の省略〕 

    理事が、理事会の議決の目的である事項について提案した場合において、その提案について、議決に加わるこ

とのできる理事の全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理

事会の議決があったものとみなす。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。 
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第４５条〔報告の省略〕 

① 理事または監事が理事および監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知した場合においては、その

事項を理事会に報告することを要しない。 

② 前項の規定は、第２８条〔理事の職務〕第５項の規定による報告には適用しない。 

 

第４６条〔議事録〕 

理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成し、出席した会長、副会長および監事が

記名押印の上これを保存する。 

 

第６節 常務理事会 

 

第４７条〔常務理事会の構成・権限〕 

① 常務理事会は、会長、副会長、専務理事、常勤理事、および会長の指名により理事会で承認された若干名の理

事（以下この理事を「常務理事」という）で構成する。 

なお、会長は案件ごとに、常務理事以外の理事または特任委員、その他の者を常務理事会に出席させること

ができるものとするが、それらの者は議決権を有しない。 

② 常務理事会は、本協会の日常業務のほか、理事会に付議すべき事項のうち、緊急の処理が求められる次の各

号の案件について、審議、決定する権限を有する。ただし、決定した事項は、直後に開催される理事会で、緊急

処理を必要とした判断理由とともに、必ず報告されなければならない。 

(1) 日本代表チームに関する案件 

(2) ＦＩＢＡおよび外国バスケットボール協会等に関する国際的案件 

(3) 前各号のほかに、会長および専務理事が特に緊急処理を要すると判断した案件 

 

第４８条〔常務理事会の開催・定足数等〕 

① 常務理事会は、会長または会長が予め指定した副会長が招集し、原則として毎月１回開催する。 

② 常務理事会の議長は、会長または会長が予め指定した副会長がこれにあたる。 

③ 常務理事会の審議、決定事項は、直後に開催される理事会で報告されるものとし、必要な事項については理事

会で議決を得るものとする。 

 

第７節 裁定委員会 

 

第４９条〔裁定委員会の設置〕 

定款、本規程およびこれに付随する諸規程（以下「本規程等」という）に対する違反行為（競技および競技会に

関するものを除く）について調査、審議および懲罰案の理事会への提出ならびに本規程等に関連する紛争の和

解斡旋を行うため、裁定委員会を設置する。 

 

第５０条〔組織および委員〕 

① 裁定委員会は、委員長および２名以上４名以内の委員をもって構成する。 

② 委員は、バスケットボールに関する経験と知識を有し、または学識経験を有する者で、公正な判断をすることが

できる者のうちから、理事会の議決を得て会長が任命する。 

③ 委員は、本協会、ブロックもしくは４７都道府県バスケットボール協会または各種の連盟の役職員を兼ねることが

できない。 

④ 委員は非常勤とする。 

 

第５１条〔委員の任期〕 

① 委員長および委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

② 補欠または増員により選定された委員の任期は、前任者または現任者の残任期間とする。 

③ 委員は、その任期満了後においても後任者が就任するまでは、なおその職務を行わなければならない。 

 

第５２条〔委員長・招集・議長〕 

① 委員長は委員が互選する。 

② 裁定委員会は、理事会の諮問または会長の申出があった場合に委員長が招集する。 

③ 裁定委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

④ 裁定委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、また議決することができない。 

⑤ 裁定委員会の議事は出席者の過半数をもって決定する。可否同数の場合は委員長の決するところによる。 

⑥ 委員長に事故ある場合は、委員のうちから予め互選された者が、その職務を代行する。 

 

第５３条〔所管事項〕 

① 裁定委員会は、本協会に加盟または登録する団体（加盟チーム、ブロックバスケットボール協会、都道府県バス

ケットボール協会、各種の連盟、以下本条において「加盟・登録団体」という）および個人（選手、指導者等チーム
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スタッフ、審判および役職員その他の関係者、以下本条において「選手等」という）による本規程等に対する違反

行為（競技および競技会に関するものを除く）について調査および審議を行った上、答申を作成し、これを理事会

に提出する。 

② 裁定委員会は、加盟・登録団体および選手等に関連する次の各号の紛争について、当事者の申立に基づき和

解を斡旋するものとする。ただし、裁定委員会に準ずる組織または機能を保有する加盟・登録団体（加盟チームを

除く）における紛争については、当該団体の決定によるものとする。 

(1) 契約、所属および移籍に関する紛争 

   (2) 本規程等に関する権利・義務に関わる紛争 

 

第５４条〔裁定委員会規程〕 

裁定委員会の運営に関する事項は、本規程に定める事項を除き、理事会が制定する「裁定委員会規程」の定

めるところによる。 

 

第８節 専門委員会 

 

第５５条〔専門委員会の設置〕 

本協会の事業遂行上必要ある場合は、理事会の議決を得て、次の各号の専門委員会を置くことができる。 

(1) 総務委員会 

(2) 競技会委員会 

(3) 規律・プレイクリーン委員会 

(4) 審判委員会 

(5) ナショナル委員会 

(6) テクニカル委員会 

(7) スポーツ医科学委員会 

(8) 施設・用具委員会 

(9) 障がい者バスケットボール委員会 

 

第５６条〔組織および委員〕 

① 各専門委員会は、それぞれ委員長および若干名の委員をもって構成する。 

② 各専門委員会の委員長は、本協会役員、ブロックおよび都道府県バスケットボール協会役員のほか、本協会の

事業に関し、知識、経験および熱意を有する者のうちから、理事会の議決を得て会長が委嘱する。 

 

第５７条〔委員の任期〕 

① 各専門委員会の委員長および委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

② 補欠または増員により選定された委員の任期は、前任者または現任者の残任期間とする。 

③ 委員は、その任期満了後においても、後任者が就任するまでは、なおその職務を行わなければならない。 

 

第５８条〔招集・議長〕 

① 各専門委員会は、それぞれの委員長が招集し、その議長となる。 

② 各専門委員会の招集は､各委員に対し会日の７日前までに通知しなければならない。ただし、緊急の必要がある

場合はこの限りではない。 

 

第５９条〔所管事項〕 

① 各専門委員会の所管事項は、別表１のとおりとする。 

② 各専門委員会は、所管事項に関し、理事会の諮問に応じて答申を行い、または諮問を待たずして意見を具申す

るほか、理事会の決定に従い、所管事項に関する事業を実施する。 

③ ２つ以上の専門委員会の所管事項に該当する事項については、合同委員会を開催し、または委員長間で協議

したうえ、理事会に付議するものとする。 

 

第６０条〔委員長の権限〕 

① 各専門委員会の委員長は、次の各号の権限を有する。 

(1) 委員を選定し、委嘱すること 

(2) 理事会に出席し、その所管事項に関する報告または意見陳述を行うこと 

(3) 緊急を要するため、専門委員会に付議することが困難な事項に関し、自らの判断に基づき決定すること 

② 各専門委員会の委員長は、前項第３号の決定を行った場合には、次の委員会において、これを報告しなければ

ならない。 

 

第６１条〔オフィスとの連携〕 

各専門委員会は、事業の実施に関しては予め本協会オフィスと密接な連絡をとり、事務の円滑な遂行を図らな

ければならない。 
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第６２条〔分科会〕 

各専門委員会は、その所管事項に関する業務遂行のため、理事会の承認を得て、その専門委員会の委員およ

び学識経験者をもって構成する分科会を設置することができる。 

 

第６３条〔有給専門職〕 

① 各専門委員会に、有給専門職を置くことができる。 

② 有給専門職に関する事項は、理事会が定める。 

 

第６４条〔細則の制定〕 

各専門委員会は、その所管事項に関し、理事会の承認を得て、細則を制定することができる。 

 

第６５条〔特別委員会〕 

① 本協会は、専門委員会の所管に属しない特定の案件を調査・審議するために、特に必要と認めた場合、理事会

の議決を得て、特別委員会を（原則として時限的に）置くことができる。 

② 特別委員会の運営についての細則は、理事会において定める。 

 

第９節 オフィス 

 

第６６条〔総則〕 

① 本協会の事務を処理するため、オフィスを置く。 

② オフィスには有給の職員を置く。 

③ 職員の任免は会長が行う。 

 

第６７条〔オフィスに関する規程〕 

本規程に定めるもののほか、オフィスの組織、運営および事務処理に関する事項は、会長の定めるところによ

る。 
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第３章 所属団体 

第１節 総則 

 

第６８条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会に所属する団体の種別、役割および義務に関する事項について定める。 

 

第６９条〔定義〕 

本協会の所属団体に関する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 加盟チーム 

本協会の制定したバスケットボール競技規則に基づきバスケットボール競技を行うチームであって、本協会

の定める会員登録管理システムを使用して本協会に加盟したもの 

(2) 都道府県バスケットボール協会 

各都道府県におけるバスケットボール界の統括およびその普及振興を担い、本協会の趣旨に賛同する団体

であって、本協会に加盟したもの 

(3) ブロックバスケットボール協会 

全国を次の９ブロックに分割し、各ブロック内の都道府県バスケットボール協会を統括する地域組織（ただし、

北海道に関しては、北海道バスケットボール協会を地域組織とみなす）であって、本協会が公認したもの 

 

 
 

(4) 各種の連盟 

チームまたは選手の属性によって分類される全国組織であって、バスケットボール競技の普及および発展を

図るために本協会が設置したもの 

(5) 認定団体 

バスケットボール競技またはバスケットボール競技に類似する競技の普及および発展を事業目的とし、本協

会の趣旨に賛同する団体であって、申請に基づいて本協会が認定したもの 

 

第２節 加盟チーム 

 

第７０条〔加盟種別〕 

 ① 加盟チームの加盟種別は、次の各号のとおりとする。 

(1) 一般    次のいずれかの連盟に所属するチームまたは主に１８歳以上の選手により構成されるチーム 

イ 一般社団法人日本バスケットボールリーグ（ＮＢＬ） 

ロ 日本バスケットボール育成リーグ（ＮＢＤＬ） 

ハ 一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ機構（ＷＪＢＬ） 

ニ 一般社団法人日本実業団バスケットボール連盟 

ホ 日本クラブバスケットボール連盟 

ヘ 全日本教員バスケットボール連盟 

ト  全日本大学バスケットボール連盟 

チ 全国専門学校バスケットボール連盟 

リ  日本家庭婦人バスケットボール連盟 

(2) 高専    全国高等専門学校体育協会バスケットボール専門部に所属するチーム 

(3) Ｕ－１８   全国高等学校体育連盟に所属するバスケットボールチームまたは１８歳未満の選手により構成され

るチーム 

ブロック 都道府県 

北海道  北海道 

東 北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

関 東  茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨 

北信越  長野、新潟、富山、石川、福井  

東 海 静岡、愛知、三重、岐阜 

近 畿 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中 国  鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四 国 香川、徳島、愛媛、高知 

九 州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
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(4) Ｕ－１５   全国中学生バスケットボール連盟に所属するチームまたは１５歳未満の選手により構成されるチー

ム 

(5) Ｕ－１２   日本ミニバスケットボール連盟に所属するチームまたは１２歳未満の選手により構成されるチーム 

② 前項に定める年齢は、当該年度開始日（４月１日）現在の年齢とする。 

 

第７１条〔加盟の義務〕 

① バスケットボール競技を行うチームは、毎年度本協会に加盟しなければならない。 

② 本協会に加盟していないチームは、本協会、ブロックバスケットボール協会、都道府県バスケットボール協会、ま

たは各種の連盟が主催または主管する競技会に参加することはできない。 

 

第７２条〔加盟の手続き〕 

① 加盟チームは、原則として毎年５月末日までに、本協会の定める会員登録管理システムを使用し、本協会への

加盟手続きを完了しなければならない。 

② 加盟は、会員登録管理システム上の当該チームの情報が、所在地の都道府県バスケットボール協会および所

属する連盟に到達した時に効力を発生する。ただし、内容に不当または不備が発見された場合はこの限りではな

い。 

 

第７３条〔加盟料〕 

加盟チームは、原則として毎年５月末日までに、次の各号のいずれか該当する種別に定める加盟料を本協会

に納付しなければならない。 

(1) 一般     １０,０００円 

(2) 高専      ４,０００円 

(3) Ｕ－１８     ４,０００円  

(4) Ｕ－１５    ２,５００円 

(5) Ｕ－１２    １,０００円 

 

第７４条〔加盟の取消〕 

① 加盟チームは、所定の手続きにより、本協会への加盟を取り消すことができる。なお、取消の効力は、本協会承

認の日をもって発生する。 

② 加盟チームが本協会への加盟を取り消しても、既に納付した加盟料は返還しない。 

 

第７５条〔加盟チームの権利および義務〕 

① 加盟チームは、次の各号の事項に関する権利を持つ。 

(1) 所在地の都道府県バスケットボール協会の組織単位としてその施策に関与すること 

(2) 本協会、都道府県バスケットボール協会もしくはブロックバスケットボール協会が主催する競技会またはそれに

準ずる競技会（予選会）に参加すること（ただし、外国籍選手の参加については、各競技会要項の定めるところ

による） 

② 加盟チームは、次の各号の事項を遵守しなければならない。これらの義務の違反は、本規程およびその附属規

程ならびにＦＩＢＡ、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、本協会、都道府県バスケットボール協会またはブロックバスケットボール協会の

組織の諸規則に規定された制裁の理由となり得る。 

(1) 本協会、所在地の都道府県バスケットボール協会およびブロックバスケットボール協会が定める登録料を納付

すること 

(2) 毎年第１０６条〔選手登録の義務〕以下に定めるところにより、選手氏名その他の所要事項を登録すること 

(3) 別に定める「ユニフォーム規程」に規定するユニフォームを用意すること 

(4) ＦＩＢＡ、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、本協会、都道府県バスケットボール協会またはブロックバスケットボール協会が主催し

ない有料競技会には参加しないこと（ただし、本協会が承認した場合を除く） 

(5) いかなる時でもＦＩＢＡ、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、本協会、都道府県バスケットボール協会もしくはブロックバスケットボー

ル協会の組織またはＣAＳもしくはＪＳＡＡの規約、規則、指令および決定ならびに裁定等を遵守すること 

(6) 所属選手がＦＩＢＡ、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、本協会、都道府県バスケットボール協会もしくはブロックバスケットボール

協会の組織またはＣAＳもしくはＪＳＡＡの規約、規則、指令および決定ならびに裁定等を遵守することを確実に

すること 

(7) 競技規則を尊重すること 

(8) 本規程およびその附属規程ならびにＦＩＢＡ、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、本協会、都道府県バスケットボール協会または

ブロックバスケットボール協会の組織の諸規則から生じるその他の義務を遵守すること 

③ 加盟チームは、別に定める「ユニフォーム規程」に従い、ユニフォームに第三者のための広告を表示することが

できる。 

④ 加盟チームは、原則として、本協会が定める指導者資格を有する１６歳以上の者（所属する連盟で規定されてい

る場合を除く）を、自己のチームに所属する指導者として、１名以上登録しなければならない。 

⑤ 加盟チームは、原則として、本協会が定める審判資格を有する者を、自己のチームに所属する審判員として、１

名以上登録しなければならない。 

⑥ 加盟チームは、外国を訪問して競技を行おうとする場合、事前に本協会の承認を得た上で、別に定める申請料
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を納付しなければならない。 

⑦ 加盟チームは、外国からチームを招聘して交流試合等の競技を行おうとする場合、事前に本協会の承認を得た

上で、別に定める申請料を納付しなければならない。 

 

第７６条〔日本代表チームへの参加義務〕 

加盟チームは､所属選手が本協会により日本代表チームまたは選抜チーム等の一員として招聘された場合、当

該選手を参加させる義務を負う。 

 

第７７条〔加盟チームに対する制裁〕 

加盟チームまたはこれに所属する登録選手が前条に規定する義務を怠り、または本規程に違反し、バスケット

ボール競技者の名誉を傷つける等の行為があった場合は、当該チームまたは選手は第１０章の手続きに従って懲

罰を科されるものとする。 

 

第３節 都道府県バスケットボール協会 

 

第７８条〔役割〕 

都道府県バスケットボール協会は、各都道府県におけるバスケットボール界を統括し、本協会と協力して各都

道府県におけるバスケットボールの普及および振興を図る役割を担う。 

 

第７９条〔組織〕 

① 都道府県バスケットボール協会は、各々個別の独立団体として、自律的な運営を行う。 

② 都道府県バスケットボール協会は、次の各号の機関および組織を保有しなければならない。 

(1) 議決機関 

(2) 執行機関 

(3) 専門委員会（本協会の専門委員会に準じた機能を有すること） 

③ 都道府県バスケットボール協会の名称には、「都」、「道」、「府」または「県」を明示しなければならない。 

④ 都道府県バスケットボール協会は、支部を保有することができる。 

⑤ 都道府県バスケットボール協会は、原則として、地区／市区郡町村バスケットボール協会を加盟団体とする。 

⑥ 支部および地区／市区郡町村バスケットボール協会に関する規定等は、都道府県バスケットボール協会が別に

定めるものとする。 

⑦ 都道府県バスケットボール協会が法人格を取得する場合は、本協会の理事会の承認を得るものとし、前条に規

定する役割を鑑み、原則として非営利法人でなければならない。 

 

第８０条〔評議員の選定〕 

① 都道府県バスケットボール協会は、第５条〔都道府県を代表する評議員〕に定めるところにより、それぞれ１名ず

つ、本協会の評議員を選定しなければならない。 

② 都道府県バスケットボール協会の代表者は、会長に対し、前項により選定した評議員の氏名を届け出なければ

ならない。 

 

第８１条〔全国理事長会議〕 

① 本協会は、都道府県バスケットボール協会との意思疎通および情報伝達のため、全国理事長会議（都道府県バ

スケットボール協会の代表者会議）を、原則として毎年度１回以上開催する。 

② 全国理事長会議は、会長が招集する。 

③ 理事長（都道府県バスケットボール協会の代表者）が全国理事長会議に出席することができない場合は、その

他の執行役員がその代理として出席することができる。 

 

第８２条〔届出義務〕 

① 都道府県バスケットボール協会は、毎年、事業年度開始の１か月前から１か月後の間に、その事業年度に関す

る次の各号の書類を本協会に届け出なければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 役員の名簿および業務分担表 

(4) その他本協会が提出を求めた書類 

② 都道府県バスケットボール協会は、毎年、事業年度終了後３か月以内に、その事業年度に関する次の各号の書

類を本協会に届け出なければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他本協会が提出を求めた書類 

③ 都道府県バスケットボール協会は、次の各号の事項に変更があった場合は、その都度遅滞なく、本協会に届け

出なければならない。 

(1) 役員 
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(2) 本協会に提出済みの規程、規約その他の書類 

 

第８３条〔加盟料〕 

都道府県バスケットボール協会は、毎年９月末日までに、加盟料７０,０００円を本協会に納付しなければならな

い。 

 

第４節 ブロックバスケットボール協会 

 

第８４条〔役割と活動〕 

① ブロックバスケットボール協会は、各ブロック内の都道府県バスケットボール協会を統括し、ブロック内における本

協会の事業を推進するとともに、ブロック内におけるバスケットボール競技の普及振興を担う。 

② ブロックバスケットボール協会は、主に次の活動を行う。 

(1) 所管する地域で行う本協会の事業の受託 

(2) 所管する地域の単位で行う事業の実施 

(3) 所管の都道府県バスケットボール協会における共通問題に関する協議 

(4) 所管の都道府県バスケットボール協会に対する本協会からの助成金等の分配 

(5) その他地域のバスケットボールの普及振興を図るために必要な活動 

 

第８５条〔組織〕 

① ブロックバスケットボール協会は、各々個別の独立団体として、自律的な運営を行う。 

② ブロックバスケットボール協会は、次の各号の機関および組織を保有しなければならない。 

(1) 議決機関 

(2) 執行機関 

(3) 専門委員会（本協会の専門委員会に準じた機能を有すること） 

(4) 事務局（設置・移転にあたっては本協会に予め届け出て、その承認を得ること） 

③ ブロックバスケットボール協会は、前項の機関および組織の他、本協会の事業を受託する場合には、当該事業

の執行を担当する組織を設置し、事業の円滑な推進に努めなければならない。 

④ ブロックバスケットボール協会は、所管地域の都道府県バスケットボール協会を加盟団体とする。 

⑤ ブロックバスケットボール協会が法人格を取得する場合は、本協会の理事会の承認を得るものとし、前条に規定

する役割を鑑み、原則として非営利法人でなければならない。 

 

第８６条〔経費の分担〕 

都道府県バスケットボール協会は、当該ブロックのブロックバスケットボール協会が第８４条〔役割と活動〕に規

定する事業を行うために要する経費を分担するものとする。 

 

第８７条〔届出義務〕 

① ブロックバスケットボール協会は、毎年、事業年度開始の１か月前から１か月後の間に、その事業年度に関する

次の各号の書類を本協会に届け出なければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 役員の名簿および業務分担表 

(4) その他本協会が提出を求めた書類 

② ブロックバスケットボール協会は、毎年、事業年度終了後３か月以内に、その事業年度に関する次の各号の書類

を本協会に届け出なければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他本協会が提出を求めた書類 

③ ブロックバスケットボール協会は、次の各号の事項に変更があった場合は、その都度遅滞なく、本協会に届け出

なければならない。 

(1) 役員 

(2) 本協会に提出済みの規程、規約その他の書類 

 

第５節 各種の連盟 

 

第８８条〔各種の連盟の設置〕 

① 本協会は、バスケットボール競技の普及および発展を図るため、理事会および評議員会の議決を得て各種の連

盟を置くことができる。 

② 本協会が設置する各種の連盟は、次の各号のとおりとする。 

(1) 一般社団法人日本バスケットボールリーグ（ＮＢＬ） 

(2) 日本バスケットボール育成リーグ（ＮＢＤＬ） 

(3) 一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ機構（ＷＪＢＬ） 
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(4) 一般社団法人日本実業団バスケットボール連盟 

(5) 日本クラブバスケットボール連盟 

(6) 全日本教員バスケットボール連盟 

(7) 全日本大学バスケットボール連盟 

(8) 全国専門学校バスケットボール連盟 

(9) 公益財団法人全国高等学校体育連盟バスケットボール部 

(10) 全国中学生バスケットボール連盟 

(11) 日本ミニバスケットボール連盟 

(12) 日本家庭婦人バスケットボール連盟 

③ 各種の連盟が法人格を取得する場合は、本協会の理事会の承認を得るものとし、前項の設置趣旨を鑑み、原則

として非営利法人でなければならない。 

④ 各種の連盟に関する規程は、本協会の理事会の承認を得て、評議員会に報告しなければならない。 

 

第８９条〔届出義務〕 

① 各種の連盟は、毎年、事業年度開始の１か月前から１か月後の間に、その事業年度に関する次の各号の書類を

本協会に届け出なければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 役員の名簿および業務分担表 

(4) その他本協会が提出を求めた書類 

② 各種の連盟は、毎年、事業年度終了後３か月以内に、その事業年度に関する次の各号の書類を本協会に届け

出なければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他本協会が提出を求めた書類 

③ 各種の連盟は、次の各号の事項に変更があった場合は、その都度遅滞なく、本協会に届け出なければならな

い。 

(1) 役員 

(2) 本協会に提出済みの規程、規約その他の書類 

 

第９０条〔分担金〕 

各種の連盟は、毎年９月末日までに、分担金７０,０００円を本協会に納付しなければならない。 

 

第６節 ＮＢＬ 

 

第９１条〔ＮＢＬの設置〕 

① 本協会は、日本のバスケットボールの水準の向上およびバスケットボールの普及を図ることにより、豊かなスポー

ツ文化の振興および国民の心身の健全な発達に寄与するとともに、国際社会における交流および親善に貢献す

ることを目的とし、前節に定める各種の連盟の一種として、一般社団法人日本バスケットボールリーグ（以下「ＮＢ

Ｌ」という）を設置し、その主催権を当該リーグに委譲する。 

② 前項の設置趣旨に基づき、本協会はＮＢＬを国内における最上位のリーグとして有効に機能しうるよう取扱う。 

③ ＮＢＬの競技日程の決定に際しては、本協会の承認を得なければならない。 

④ ＮＢＬが法人格を取得する場合は、本協会の理事会の承認を得るものとし、第１項の設置趣旨を鑑み、原則とし

て非営利法人でなければならない。 

 

第９２条〔ＮＢＬに関する特則〕 

ＮＢＬの組織および運営に関する基本方針は、本協会の理事会において別に定めるものとし、同リーグに関す

る規程は、本協会の理事会の承認を得て、評議員会に報告しなければならない。 

 

第９３条〔届出義務〕 

① ＮＢＬは、毎年、事業年度開始の１か月前から１か月後の間に、その事業年度に関する次の各号の書類を本協

会に届け出なければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 役員の名簿および業務分担表 

(4) その他本協会が提出を求めた書類 

② ＮＢＬは、毎年、事業年度終了後３か月以内に、その事業年度に関する次の各号の書類を本協会に届け出なけ

ればならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他本協会が提出を求めた書類 
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③ ＮＢＬは、次の各号の事項に変更があった場合は、その都度遅滞なく、本協会に届け出なければならない。 

(1) 役員 

(2) 本協会に提出済みの規程、規約その他の書類 

 

第９４条〔分担金〕 

ＮＢＬは、毎年９月末日までに、本協会との協議により別に定める分担金を本協会に納付しなければならない。 

 

第７節 認定団体 

 

第９５条〔認定団体〕 

① 本協会は、バスケットボール競技またはバスケットボール競技に類似する競技の普及および発展を事業目的と

し、この法人の趣旨に賛同する団体を、理事会および評議員会の議決を得て、認定団体とすることができる。 

② 本協会が認定する認定団体は、次の各号のとおりとする。 

(1) 一般社団法人日本車椅子バスケットボール連盟（ＪＷＢＦ） 

(2) 日本車椅子ツインバスケットボール連盟 

(3) 日本ＦＩＤバスケットボール連盟 

(4) 特定非営利活動法人日本デフバスケットボール協会 

(5) 公益財団法人スペシャルオリンピックス日本 

(6) 株式会社日本プロバスケットボールリーグ（ｂｊリーグ） 

③ 認定団体は、本協会の決定に対し、真摯に対応するよう努めなければならない。 

④ 認定団体が法人格を取得する場合は、本協会に事前相談するものとする。 

⑤ 本協会は、認定団体からの申し出があった場合、または認定団体が本協会の趣旨に反する行為を行った場合

は、理事会および評議員会の議決を得て、当該団体の認定を取り消すことができるものとする。 

 

第９６条〔届出義務〕 

認定団体は、事務所、役員の氏名および規程を本協会に届け出なければならない。これを変更した場合も同様

とする。 
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第４章 選手 

第９７条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会の加盟チームに所属する選手（以下本章において「選手」という）の義務および所属条

件に関する事項について定める。 

 

第９８条〔選手の義務〕 

① 選手は、本協会の定款および本規程ならびにこれらに付随する諸規程を遵守しなければならない。 

② 選手は、プレイクリーンと非暴力の精神に則り、それに従って行動しなければならない。 

③ 選手は、国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）およびＦＩＢＡの規約に従って遂行される医療検査と管理、特にドーピン

グ検査に、いつでも応じなければならない。 

 

第９９条〔禁止事項〕 

選手は、次の各号の行為を行ってはならない。 

(1) ＩＯＣおよびＦＩＢＡが定める禁止物質の使用 

(2) 公式試合の結果に影響を与える不正行為への関与 

 

第１００条〔日本代表チームへの招聘〕 

① 選手は、本協会により日本代表チームまたは選抜チーム等の一員として招聘された場合、当該チームの公式活

動へ参加する義務を負う。ただし、傷害または疾病のために、本協会の招聘に応ずることができない場合は、本協

会の選定した医師の健康診断を受けなければならない。 

② 日本代表チームに招聘された選手は、当該チームの公式活動に、原則として無償で参加しなければならない。 

③ 日本代表チームに招聘された選手は、当該チームの公式活動中、本協会が指定するユニフォームおよび用具

等を使用しなければならない。 

 

第１０１条〔選手の肖像等の使用／広告宣伝活動〕 

① 本協会の主催する競技会に参加する選手の当該競技会に関する肖像、氏名、略歴、似顔絵、アニメ、音声、署

名等を使用する権利は、原則として本協会に帰属するものとする。 

② 選手は、バスケットボール競技選手として、テレビ・ラジオ番組もしくはイベント等に出演、新聞・雑誌等の取材を

応諾、または第三者のための広告宣伝・販売促進活動等（以下「広告宣伝活動等」という）に関与する場合、所属

チームを経由し、本協会に予め届け出て、その承認を得なければならない。 

③ 前項の規定にかかわらず、予め本協会の承認を得た広告宣伝活動等に関する規定を有する連盟等は、選手か

らの広告宣伝活動等の届け出について、当該規定に基づき、許諾の可否を判断することができる。 

④ 前２項の場合、本協会は、所定の承認料を選手から徴収することができる。 

⑤ 広告宣伝活動等を行える選手は、原則として次の各号のいずれかの連盟に所属する選手のみとする。 

(1) 一般社団法人日本バスケットボールリーグ（ＮＢＬ） 

(2) 日本バスケットボール育成リーグ（ＮＢＤＬ） 

(3) 一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ機構（ＷＪＢＬ） 

(4) 一般社団法人日本実業団バスケットボール連盟 

(5) 日本クラブバスケットボール連盟 

(6) 全日本教員バスケットボール連盟 

⑥ 選手は、本協会または所属チームの加盟する連盟が自らのために広報・広告宣伝活動を行う場合、原則として

無償で協力しなければならない。 

 

第１０２条〔選手契約〕 

① 本章でいう「契約」とは、有償・無償を問わず、選手とその所属チームによって締結される、バスケットボール選手

としての所属および公式試合への参加に関する書面による取り決めをいう。 

② 契約の対象となる選手は、満１５歳以上（ただし、中学校在学の選手を除く）で、かつ、次の各号のいずれかの連

盟に加盟するチームに所属しようとする選手のみとする。なお、当該選手が契約締結時に２０歳未満である場合に

は、契約の締結について法定代理人の同意を得なければならない。 

(1) 一般社団法人日本バスケットボールリーグ（ＮＢＬ） 

(2) 日本バスケットボール育成リーグ（ＮＢＤＬ） 

(3) 一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ機構（ＷＪＢＬ） 

(4) 一般社団法人日本実業団バスケットボール連盟 

(5) 日本クラブバスケットボール連盟 

(6) 全日本教員バスケットボール連盟 

③ 契約の最長期間は４年間とする。 

④ 契約の最短期間は、原則として、当該契約の効力発生日から第１１３条〔シーズン〕に規定するシーズンの終了

時までとする。 

⑤ 契約は、本協会が定める統一契約書式またはそれに準じる契約書式により締結されなければならない。 
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⑥ 契約においては、次の各号の原則が適用される。 

(1) 契約当事者は、契約を尊重しなければならない。 

(2) 契約当事者は、正当事由のない限り、契約を解除することができない。 

⑦ 契約においては、契約の当事者選手の医学上の検査が良好であること、または査証等当事者選手の就業に関

する行政による認可の可否を契約の効力発生条件としてはならない。 

⑧ 所属チームとの契約を締結した選手は、次の各号の規定を遵守しなければならない。 

(1) 国内外を問わず、本協会、所属チームの加盟する連盟または所属チームの主催以外の試合に出場する場合

は、事前に本協会の承認を得なければならない。 

(2) 同一期間に２つ以上のバスケットボールチームと契約を締結してはならない。 

⑨ 本協会または契約の当事者チームが加盟する連盟は、前７項の違反当事者に対して、スポーツ上の制裁を科す

ことができるものとする。 

 

第１０３条〔選手エージェント等〕 

選手エージェントの活動およびその役務の利用については、別に定める「選手エージェント規則」に従うものと

する。 

 

第１０４条〔外国籍選手〕 

外国籍選手とは、日本国籍を持たない選手をいう。ただし、日本で出生または生育し、日本の小学校および中

学校を卒業して義務教育課程を修了した者は、日本人選手と見做す（日本国籍を持たない選手のうち、平成１５

年４月１日現在、本協会において日本人選手と見做されている者を含む）。 
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第５章 登録および移籍 

第１節 総則 

 

第１０５条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会の加盟チームに所属する選手の本協会への登録および他チームへの移籍に関する事

項について定める。 

 

第２節 登録 

 

第１０６条〔選手登録の義務〕 

① 加盟チームは、第１０９条〔選手登録の手続き〕の定めるところにより、所属選手の本協会への選手登録を行わな

ければならない。ただし、各加盟チームの登録責任者は、選手から承諾を得た上で選手登録を行うものとする。 

② 加盟チームは、未登録の選手を公式試合に出場させてはならない。 

 

第１０７条〔重複登録の禁止〕 

選手は、２つ以上の加盟チームに登録することはできない。 

 

第１０８条〔登録区分〕 

本協会における選手登録区分は、次の各号のとおりとする。 

(1) 登録 I 種：契約選手（第１０２条〔選手契約〕に定めるところにより、所属チームと契約を締結した選手） 

(2) 登録Ⅱ種：契約選手以外 

 

第１０９条〔選手登録の手続き〕 

① 加盟チームは、原則として毎年５月末日までに、本協会の定める会員登録管理システムを使用し、本協会への

所属選手の登録手続きを完了しなければならない。 

② 選手登録は、会員登録管理システム上の当該選手の情報が、当該加盟チームの所在地の都道府県バスケット

ボール協会および所属する連盟に到達した時に効力を発生する。ただし、内容に不当または不備が発見された

場合はこの限りではない。 

 

第１１０条〔登録料〕 

加盟チームは、原則として毎年５月末日までに、次の各号のいずれか該当する種別に定める所属選手数に応

じた選手登録料を本協会に納付しなければならない。 

(1) 一般      選手数×１,０００円 

(2) 高専      選手数×５００円 

(3) Ｕ－１８     選手数×５００円  

(4) Ｕ－１５     選手数×５００円  

(5) Ｕ－１２     選手数×４００円   

 

第１１１条〔登録の変更・取消〕 

① 登録選手は、所定の手続きにより、本協会への登録内容を変更し、または取り消すことができる。なお、変更・取

消の効力は、本協会承認の日をもって発生する。 

② 登録選手が本協会への登録を取り消しても、既に納付した登録料は返還しない。 

 

第１１２条〔登録有効期間〕 

① 登録の有効期間は、毎年４月１日より翌年３月３１日までの１年間（以下「登録年度」という）とする。ただし、年度

をまたぐ競技会に参加している場合は、この限りではない。 

② 登録年度の途中で行った登録（追加、変更等一切の場合を含む）の有効期間は、当該登録を行った日の属す

る登録年度の最終日（３月３１日）までとする。 

③ 契約の終了その他の事由により、登録を申請した加盟チームと登録選手との間の所属関係が消滅した場合は、

前２項による登録の有効期間中であっても、その登録は失効するものとする。 

 

第１１３条〔シーズン〕 

① シーズンは、各チームが属する連盟の年度の最初の公式試合の日から、最終の公式試合の日までの期間とす

る。ただし、年度をまたぐ競技会は、当該競技会の開幕日が属する年度のシーズンに属するものとする。 

② 選手は、１つのシーズン期間中に、同一の国内選手権（リーグ戦は除く）またはカップ戦において２チーム以上の

ために公式試合に出場してはならない。 

 

第１１４条〔登録情報の管理〕 

本協会は、本協会に登録する選手の過去の登録情報（当該選手が、過去に登録された全てのチーム名と所属
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期間などの情報）を管理するものとする。これらの情報は、必要に応じて、当該選手が新たに登録される加盟チー

ムに対し発行される。 

 

第１１５条〔外国籍選手の登録〕 

① 外国籍選手は、本協会への登録に際し、次の各号の書類を本協会に提出し、その審査を受けなければならな

い。 

(1) 最後に所属していた外国のチームの加盟するバスケットボール協会の競技許可書（過去にいずれの国にお

いても競技経験のない選手の場合は、本協会が規定する宣誓書） 

(2) 入国および滞在を証明する入国査証等の写し 

② 外国籍選手は、日本以外の国の代表チーム以外の単独チームに選手登録されている場合、本協会に登録する

ことができない。 

③ 日本と在籍国間の相互免除により査証を有しない外国籍選手および観光査証により来日している外国籍選手

は、本協会に登録することができない。 

 

第３節 移籍 

 

第１１６条〔目的〕 

本節の規定は、本協会の加盟チーム相互間または加盟チームと外国のチームとの間の登録選手（以下、本節

においては過去本協会に登録していた者、現在登録している者および将来登録を希望する者の全てを含むもの

とする）の移籍に関する紛争を防止するとともに、紛争が生じた場合にこれを解決することを目的とするものであ

り、登録選手の全てを拘束する。 

 

第１１７条〔移籍の定義〕 

① 移籍とは選手が現在所属しているチーム（以下「移籍元チーム」という）を脱退し、別のチーム（以下「移籍先チー

ム」という）に所属変更することをいう。 

② 前項の規定にかかわらず、学校教育法第１条に定める学校のチームに所属する選手が、卒業または転校によっ

て新たなチームに所属変更する場合は、移籍とは見做さない。 

 

第１１８条〔移籍の手続き〕 

① 選手が移籍する場合、移籍元のチームは、当該選手の依頼により、移籍先のチームに対して「移籍承諾書」を

発行、移籍先チームが当該選手の移籍申請を行い、本協会の承認を得なければならない。 

② 本節の規定により、移籍元チームが所属選手の移籍を承諾すべきであるにもかかわらず、これを行わない場合

は、本協会の理事会は、移籍を希望する選手の申請に基づき、移籍元チームの承諾に代わる決定をなすことが

できる。 

③ 前項の規定にかかわらず、移籍しようとする選手およびその移籍先チームならびに本協会は、移籍元チームが

加盟する連盟等の在籍国の本国法に反しない限りにおいては、当該連盟等の規定を尊重するものとする。 

 

第１１９条〔公式試合への出場資格〕 

① 前条に規定する手続きに基づき移籍した選手は、本協会が登録を承認した日の翌日から公式試合に出場する

ことができる。 

② 前項の規定にかかわらず、移籍した選手の公式試合への出場資格については、当該選手の移籍先チームが加

盟する連盟等の規定または競技会の大会要項により制限できる。 

 

第１２０条〔規程違反〕 

選手または加盟チームが本節の規定に違反した場合の処分は、第１０章の手続きに従って理事会が決定す

る。 

 

第１２１条〔移籍に関する異議等〕 

選手の移籍に関して異議または疑義のある当事者は、本協会の裁定委員会に和解斡旋の申立をすることがで

きる。 

 

第１２２条〔登録Ⅱ種の選手が登録Ⅱ種の選手として移籍する場合〕 

登録Ⅱ種の選手が、登録Ⅱ種の選手として他チームへの移籍を希望する場合、移籍元チームは移籍を承諾し

なければならない。この場合、移籍元チームは名目のいかんを問わず、当該移籍に伴う補償を請求することがで

きない。 

 

第１２３条〔登録Ⅰ種の選手が登録Ⅱ種の選手として移籍する場合〕 

登録Ⅰ種の選手が、登録Ⅱ種の選手として他チームへの移籍を希望する場合、当該選手が移籍選手リストに

登録された後、いずれのチームとも契約を締結していない選手である場合に限り、移籍が成立する。この場合、移

籍元チームは当該移籍に伴う補償を請求することができない。 
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第１２４条〔登録Ⅱ種の選手が登録Ⅰ種の選手として移籍する場合〕 

登録Ⅱ種の選手が、登録Ⅰ種の選手として他チームへの移籍を希望する場合、移籍元チームは移籍を承諾し

なければならない。 

 

第１２５条〔登録Ⅰ種の選手が登録Ⅰ種の選手として移籍する場合〕 

① 登録Ⅰ種の選手が、登録Ⅰ種の選手として他チームへの移籍を希望する場合、当該選手が移籍選手リストに登

録された後、いずれのチームとも契約を締結していない選手である場合には、移籍元チームは移籍を承諾しなけ

ればならない。この場合、移籍元チームは当該移籍に伴う補償を請求することができない。 

② 前項の規定にかかわらず、登録Ⅰ種の選手契約の期間満了前であっても、移籍先チームと移籍元チームとが

当該移籍に伴う補償につき合意し、かつ、当該選手も移籍を承諾した場合は、移籍を行うことができる。 

 

第１２６条〔外国のチームへの移籍〕 

① 選手が外国のチームへ移籍する場合、本協会は当該国のバスケットボール協会からの請求に基づき、当該協

会に対して「競技許可書（レターオブクリアランス）」を発行するものとする。 

② 前項の競技許可書の発行は、関連のＦＩＢＡ規程に基づき行われるものとする。 

 

第１２７条〔外国のチームからの移籍〕 

外国のチームに選手として登録されていた日本国籍の選手が本協会加盟チームへの移籍を希望する場合、当

該選手はその登録区分にかかわらず、次の各号の書類を本協会に提出し、その審査を受けなければならない。 

(1) 移籍元チームの加盟するバスケットボール協会の競技許可書 

(2) 住民票の写し 

 

第１２８条〔外国籍選手の移籍〕 

外国のチームに選手として登録されていた外国籍選手が本協会加盟チームへの移籍を希望する場合、または

本協会加盟チームに所属する外国籍選手が、他の本協会加盟チームへの移籍を希望する場合、当該選手はそ

の登録区分にかかわらず、次の各号の書類を本協会に提出し、その審査を受けなければならない。 

(1) 最後に所属していた外国のチームの加盟するバスケットボール協会の競技許可書 

(2) 入国および滞在を証明する入国査証等の写し 
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第６章 競技会 

第１節 総則 

 

第１２９条〔趣旨〕 

本章の規定は、日本国内において開催される国内競技会および国際競技会の組織および運営に関する事項

について定める。ただし、本章に定めのない事項については、理事会において別に定める。 

 

第１３０条〔定義〕 

本章における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 主 催 

自己の名義において試合、イベント等（以下「試合等」という）を開催すること 

(2) 共同主催（共催） 

共同の名義において試合等を開催すること 

(3) 主 管 

試合等の運営を委託を受けて実施すること 

(4) 後 援 

他者の主催する試合等を支援すること（ただし、金銭その他の経済的援助はともなわない） 

(5) 協 力 

他者の主催する試合等に物品を供与し、または一定の許諾を与える等の方法により協力すること 

(6) 特別協賛（冠協賛） 

他者の主催する試合等に金銭その他の経済的援助を行い､その代償として自己の名称、商標等を、試合等

の名称に使用する権利を得ること 

(7) 協 賛 

他者の主催する試合等に金銭その他の経済的援助を行い､その代償として一定の権利を得ること 

(8) 公 認 

他者の主催する試合等または他者の製造･販売する用具、施設その他の物品等を、公式なものとして許諾

すること 

(9) 推 薦 

他者の製造・販売する用具、施設その他の物品等の存在を、バスケットボール界または本協会にとって良質

または好ましいものとして認知すること 

 

第１３１条〔主催権〕 

① 日本国内において開催されるバスケットボール競技会は、全て本協会の管轄下にあり、特に複数の都道府県に

跨って開催される競技会または参加チームの所属する都道府県バスケットボール協会が複数に亘る競技会の主

催権は、全て本協会に帰属する。 

② 本協会は、前項の主催権を、各種の連盟またはその競技会開催地のブロックバスケットボール協会もしくは都道

府県バスケットボール協会等に譲渡することができる。 

③ 日本国内においてバスケットボール競技会を開催しようとする者は、本協会に申請の上、理事会の承認を得なけ

ればならない。 

④ 前２項の場合、主催権を譲渡された者または主催を承認された者は、当該競技会に関する本協会の決定・指示

に従わなければならない。 

 

第１３２条〔競技会の名称の制限〕 

本協会が主催する競技会以外は、その名称に「全日本」もしくは「全国」等、全国規模または日本一を決する競

技会を想起する単語を使用することはできない。 

 

第１３３条〔主管の委託〕 

① 本協会は、本協会の主催する競技会の主管を、各種の連盟、その競技会開催地のブロックバスケットボール協

会もしくは都道府県バスケットボール協会、または第三者に委託することができる。 

② 本協会より主管を委託された者は、当該競技会の開催に関する収支責任を負うものとし、予め本協会との覚書に

より、当該競技会の収入超過の処分または支出超過の処理について取り決めておくものとする。 

③ 本協会より主管を委託された者は、当該競技会に関する本協会の決定・指示に従わなければならない。 

④ 本協会より委託された主管競技会が天変地異等の不可抗力により中止となった場合の損失の処理については、

本協会と主管者により協議の上決定する。 

 

第１３４条〔競技会の賞品〕 

競技会に参加するチームおよび選手への賞品（賞金を含む）は、競技会の価値および選手の年齢・社会的立

場等にふさわしいものでなければならない。 
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第１３５条〔地域競技会等〕 

都道府県バスケットボール協会およびブロックバスケットボール協会が独自に開催する競技会に関する規程

は、本規程に準ずるものとする。 

 

第２節 国内競技会 

 

第１３６条〔国内競技会の主催〕 

① 本協会は、次の各号の国内競技会を主催する。 

(1) 天皇杯全日本バスケットボール選手権大会 

(2) 皇后杯全日本バスケットボール選手権大会 

(3) バスケットボール女子日本リーグ 

(4) 全日本大学バスケットボール選手権大会 

(5) 全日本社会人バスケットボール選手権大会 

(6) 全日本クラブバスケットボール選手権大会 

(7) 全日本実業団バスケットボール選手権大会 

(8) 全日本教員バスケットボール選手権大会 

(9) 全国専門学校バスケットボール選手権大会 

(10) 全国専門学校バスケットボール選抜大会 

(11) 全国高等専門学校総合体育大会バスケットボール競技 

(12) 全国高等学校総合体育大会全国高等学校バスケットボール選手権大会（インターハイ） 

(13) 全国高等学校バスケットボール選抜優勝大会（ウインターカップ） 

(14) 全国高等学校定時制通信制バスケットボール大会 

(15) 全国中学校バスケットボール大会 

(16) 都道府県対抗ジュニアバスケットボール大会（ジュニアオールスター） 

(17) 全国ミニバスケットボール大会 

(18) 全日本クラブスーパーシニアバスケットボール交歓大会 

(19) 全日本クラブシニアバスケットボール選手権大会 

(20) 全国ママさんバスケットボール交歓大会 

(21) ３ｘ３日本選手権大会 

② 本協会は、前項の競技会以外に、理事会が承認した競技会を主催する。 

③ 前２項の本協会主催競技会の開催日程は、開催前年度の８月末日までに、本協会および各主管者をもって構

成する「国内競技会日程調整委員会」により調整の上決定するものとする。なお、各主管者は、当該委員会の開催

前に、予め各競技会の開催概要の素案を策定しておかなければならない。 

 

第１３７条〔開催の申請〕 

① 都道府県バスケットボール協会またはブロックバスケットボール協会が、国内有料競技会（無料競技会であって

も第三者による特別協賛または協賛を伴う大会を含む。以下同じ）を開催（主催および後援）する場合は、本協会

に対し、原則として開催日の属する月の前々月の末日までに、次の各号の事項を記載した書類を添付した開催

申請書を提出し、理事会の承認を得なければならない。なお、各種の連盟もしくは加盟チームまたは第三者が国

内有料競技会を開催する場合も同様の手続きを行うものとするが、その場合は、当該競技会開催地の都道府県

バスケットボール協会を通じて申請するものとする。 

(1) 競技会開催の趣旨 

(2) 次の諸項目を含む競技会要項 

イ  名称 

ロ  主催者とその住所地 

ハ 主管者とその住所地 

ニ 後援の具体的方法 

ホ 会期および会場 

へ 参加範囲 

ト  参加資格 

チ 競技の方法（勝ち抜きか、総当たりか、競技時間、懲罰など） 

リ  表彰方法（賞品およびその寄贈者なども含む） 

ヌ 参加料 

ル 経費区分 

ヲ 入場料金（単価と発行枚数） 

ワ その他 

(3) 競技会運営の組織とその責任者 

(4) 予算書 

② 本協会は、前項による申請の内容について、必要により変更を指示することができる。 

③ 前２項に基づき既に承認を得た競技会の開催に関し、前項の添付書類中の記載事項に変更があった場合は、

本協会に対し事前に届け出て、その承認を得なければならない。 
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第１３８条〔開催承認の条件〕 

前条に規定する競技会開催の承認に際しては、次の各号の条件を満たさなければならない。ただし、本協会

の理事会が特に承認した場合は、この限りではない。 

(1) 参加チームは、全て本協会の加盟チームであること 

(2) 競技は本協会の競技規則により行うこと 

(3) 参加選手は本協会の諸規程を遵守すること 

(4) 参加選手の傷害について考慮してあること 

(5) 本協会が定める競技会開催ならびに運営に関する諸規程に従うこと 

(6) 審判への審判手当は関係協会の指示に従うこと 

(7) 競技場内およびその周辺に発生したチームまたはその所属員に関する懲罰事項に関しては、関係協会の規

律・プレイクリーン委員会が決定すること 

(8) その他本協会が必要と認めた指示に従うこと 

 

第１３９条〔予算および決算〕 

競技会開催に伴う予算および決算は、別に定める勘定科目ならびに積算基礎による。 

 

第１４０条〔決算の修正〕 

本協会は決算報告書に不審な点がある場合は、証票書類の提出を求め、基準に照して支出過大と認められる

ときは、査定により修正を求めることができる。 

 

第１４１条〔報告義務〕 

主催者および主管者は、競技会終了後１か月以内に、それぞれ次の各号の事項を本協会に対して報告しなけ

ればならない。 

(1) 競技会の概況 

(2) 公式記録となる競技記録 

(3) 収支決算書 

 

第１４２条〔協会納付金〕 

① 本協会主催以外の有料競技会を開催する場合、その主催者は、理事会において別に定める納付金を、本協会

に納付しなければならない。 

② 本協会が主催、共同主催または後援する有料競技会においても、原則として前項の所定額を納付しなければな

らない。 

③ 一般社団法人日本バスケットボールリーグ（ＮＢＬ）の有料競技会を開催する場合、ＮＢＬは、日本代表選手の強

化費およびバスケットボール競技の普及振興費として、本協会との協議により別に定める納付金を、本協会に納

付しなければならない。 

 

第１４３条〔主催・共同主催・後援〕 

① 都道府県バスケットボール協会またはブロックバスケットボール協会は、自ら主催する競技会に関し、本協会に

対し主催、共同主催または後援を依頼する場合は、本協会に対し、原則として競技会開催日の属する月の前々

月の末日までに、第１３７条〔開催の申請〕第１項各号に定める事項を記載した書類を添付して、申請し承認を得

なければならない。 

② 前項により既に承認を得た競技会開催に関して、前項の添付書類の記載事項に変更が生じた場合は、本協会

に事前に届け出て、その承認を得なければならない。 

 

第３節 国際競技会 

 

第１４４条〔本協会の専属権限〕 

本協会はＦＩＢＡが認める我が国唯一の代表機関であり、ＦＩＢＡ加盟国との国際競技会に関する折衝は、すべ

て本協会が行うことを原則とする。ただし、本協会が特に許可した場合は、ブロックバスケットボール協会または都

道府県バスケットボール協会が、これを行うことができる。 

 

第１４５条〔国際競技会の開催の制限〕 

国際競技会は、原則として全て本協会が主催する。本協会以外の者は、事前に本協会の承認を得なければ、

外国からチームを招聘して競技会を組織し、または主催することはできない。 

 

第１４６条〔本協会以外の団体による国際競技会〕 

① 本協会以外の団体が国際競技会を開催しようとする場合は、本協会はその内容を検討した上、これを承認する

ことができる。 

② 前項の場合、本協会、都道府県バスケットボール協会またはブロックバスケットボール協会のいずれかが当該競

技会を主催しなければならない。 



[JBA 基本規程] 

 25

③ 本協会がＦＩＢＡおよびＦＩＢＡ ＡＳＩＡ等の依頼に基づき、その主催する競技会を日本国内で開催する場合に

は、その競技会の運営は、本協会または本協会が定めた大会組織委員会が行う。 

 

第１４７条〔海外における競技会への参加〕 

① ＦＩＢＡまたはＦＩＢＡ ＡＳＩＡ等より、その主催する競技会への加盟チームの出場要請があった場合は、本協会が

別に定める判断基準に基づいて出場チームを決定し、派遣するものとする。 

② 前項の場合を除き、加盟チームまたは登録選手を選抜して組織したチームが外国で開催される競技会に参加し

ようとする場合は、事前に本協会の承認を得た上で、別に定める申請料を納付しなければならない。 

 

第４節 天皇杯・皇后杯全日本バスケットボール選手権大会 

 

第１４８条〔目的〕 

天皇杯・皇后杯全日本バスケットボール選手権大会（以下「本大会」という）は、加盟種別が「一般」、「高専」お

よび「Ｕ－１８」である全加盟チームが、日本バスケットボール界最高の覇者となる栄誉を競うとともに、競技を通じ

て体力および人格の向上を図り、バスケットボールの普及および発展に寄与することを目的として実施する。 

 

第１４９条〔主催〕 

本大会は、本協会が主催する。ただし、本協会の理事会が特に承認した場合には第三者との共同主催とする

ことができる。 

 

第１５０条〔実施要項〕 

本大会の運営に関する事項は、理事会において別に定める「天皇・皇后杯開催規程」による。 

 



[JBA 基本規程] 

 26

 

第７章 事業 

第１節 総則 

 

第１５１条〔趣旨〕 

本章の規定は、定款に定める本協会の実施事業に付随する事業および事業に関わる権利に関する事項につ

いて定める。 

 

第２節 実施事業 

 

第１５２条〔事業の実施〕 

本協会は、バスケットボールの普及および振興を図るため、定款に定める事業を補完することを目的として、次

の各号の付随的事業を行う。 

(1) 本協会が主催する試合または催事の放送に関する放送事業 

(2) 本協会が主催する試合もしくは催事または本協会、日本代表チームもしくは日本代表チームの選手、監督、コ

ーチ等（以下本章において「選手等」という）に関する商品の製造･販売に関する商品化事業 

(3) 体育施設の管理運営事業 

(4) その他理事会において定める事業 

 

第１５３条〔商品化事業による収益〕 

本協会は、前条第２項に規定する商品化事業の実施による収益を、日本代表チームの強化・育成等のために

使用するものとする。 

 

第３節 事業に関わる権利 

 

第１５４条〔日本代表チームの肖像権〕 

① 日本代表チームの選手等の肖像、氏名、略歴、似顔絵、アニメ、音声、署名等（以下「肖像等」という）を管理運

用する権利（以下「肖像権」という）は、次項以下に定めるところに従い、本協会に専属的に帰属するものとする。 

② 日本代表チームの選手等は、日本代表チームの活動中の選手等の肖像等が報道、放送されることおよび当該

報道、放送に関する選手等の肖像等につき何ら権利を有するものでない。 

③ 本協会は、日本代表チームの選手等の肖像等を、本協会の広報・広告宣伝活動等のために無償で使用するこ

とができる。 

④ 本協会は、次の各号の使用形態で包括的に使用する場合に限り、前項の権利を第三者に許諾することができ

る。 

(1) 個々の画面または物等に複数（原則として３名以上）の選手等の肖像等を使用する場合 

(2) 個々の画面または物等には単独の選手等の肖像等が使用されているが､同一の仕様および条件により、複数

（原則として３名以上）の選手等の肖像等を使用する場合 

⑤ 日本代表チームの選手等は、本協会から指示があった場合、本協会の広報・広告宣伝活動に使用するための

素材制作（肖像写真撮影、フィルム・ビデオ撮影、インタビュー録音等）に、原則として無償で応じなければならな

い。 

⑥ 日本代表チームの選手等は、日本代表チームのユニフォームを着用してテレビ・ラジオ番組もしくはイベント等

に出演し、または第三者のための広告宣伝・販売促進活動等に関与する場合には、事前に本協会の承認を得な

ければならない。 

⑦ 本協会は、第４項各号に規定する使用形態で包括的に使用する場合に限り、日本代表チームの選手等の肖像

等を、商品化事業において無償で使用することができ、また第三者に対してその権利を許諾することができる。 

⑧ 本協会は、選手等およびその所属チームの承認を得た場合に限り、単独の日本代表チームの選手等の肖像等

を商品化事業において使用することができる。 

 

第１５５条〔放送権〕 

① 本協会が主催する試合または催事に関するテレビ放送、ラジオ放送、インターネット放送およびモバイル放送の

放送権は、すべて本協会に帰属する。 

② 前項の放送権に関する運用の詳細については、理事会において定める。 

 

第１５６条〔商品化権〕 

① 次の各号の権利を行使し、商品を製造・販売する権利（以下「商品化権」という）は、本協会に専属的に帰属する

ものとする。 

(１) 本協会または日本代表チームの名称、ロゴ、マスコット、その他本協会もしくは日本代表チームを表示する名

称、意匠全般に関わる意匠権、商標権および著作権 

(2) 日本協会が主催する公式試合、公式催事およびその周辺における映像（動画）ならびに静止画像、ならびに

公式試合のリアルタイム記録情報に関わる著作権および著作隣接権 
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(3) 第１５４条〔日本代表チームの肖像権〕第７項から第９項に定める範囲内における日本代表チームの選手等の

肖像権 

② 本協会は、前項の権利を、第三者に許諾することができる。 

③ 第１項の商品化権に関する運用の詳細については、理事会において定める。 
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第８章 会旗および標章 

第１５７条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会の会旗および標章の使用取扱いに関する事項について定める。 

 

第１５８条〔会旗〕 

本協会の会旗および標章は、別紙図面のとおりとする。 

 

第１５９条〔会旗・標章の使用制限〕 

① 本協会の会旗または標章は、本協会の事前の承認を得ない限り、徽章その他の意匠として使用することはでき

ない。 

② 会旗または標章を意匠として使用することを希望する者は、本協会に対し、その使用目的、図案、使用範囲およ

び制作個数等を明記した承認申請書を提出しなければならない。 

③ 前項の承認の可否は、理事会において決定する。 
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第９章 表 彰 

第１６０条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会が行う個人または団体に対する表彰に関する事項について定める。 

 

第１６１条〔表彰〕 

本協会は、日本バスケットボールの普及発展に寄与、貢献した個人または団体に対し、敬意および謝意を表す

ることを目的として表彰を行う。 

 

第１６２条〔対象者〕 

① 本協会が行う表彰の対象者は次の各号のとおりとし、いずれも原則として満６０歳以上の者とする。 

(1) 本協会の元役員、顧問および元顧問、参与および元参与 

(2) 都道府県バスケットボール協会およびその元役員 

(3) 加盟チームならびにそのチームスタッフおよび元チームスタッフ、選手および元選手 

(4) 各種連盟およびその元役員 

(5) 審判員および元審判員 

(6) その他日本バスケットボールの普及発展に多大な貢献をした者 

② 前項のうち、第２号都道府県バスケットボール協会の元役員および第４号各種連盟の元役員については、原則と

して、会長、副会長、理事長または専務理事を務めた者とする。 

 

第１６３条〔表彰事由〕 

本協会は、前条に規定する対象者が次の各号のいずれかに該当する場合に表彰を行う。 

(1) 永年に亘り、日本バスケットボールの普及発展に寄与、貢献した者で、他の模範となり得る者 

(2) 本協会主催の競技会または国際競技会において優秀な成績を収めた者で、他の模範となり得る者 

 

第１６４条〔表彰候補者の推薦および表彰者の決定〕 

① 都道府県バスケットボール協会または各種の連盟は、前条に規定する表彰事由に照らし、該当する者を表彰候

補者として本協会に毎年１名ずつ推薦することができる。なお、表彰候補者の推薦にあたり、推薦団体は、推薦事

由を明記した推薦書を会長宛に提出しなければならない。 

② 前項の規定にかかわらず、満８０歳以上の者を表彰候補者として推薦する場合は、各推薦団体がそれぞれ複数

名を推薦することができる。 

③ 本協会は、理事をもって構成する功労表彰審査会を設け、表彰候補者の審査を行い、表彰者を決定する。 

 

第１６５条〔表彰の方法〕 

表彰は、表彰状を授与してこれを行う。ただし、記念品等を加授することができる。 

 

第１６６条〔表彰の時期〕 

表彰の時期および場所は、会長が決定する。 
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第１０章 懲  罰 

第１節 総則 

 

第１６７条〔趣旨〕 

本章の規定は、本協会に加盟または登録する団体（加盟チーム、ブロックバスケットボール協会、都道府県バス

ケットボール協会、各種の連盟、以下本章において「加盟・登録団体」という）および個人（選手、指導者等チーム

スタッフ、審判員および役職員その他の関係者、以下本章において「選手等」という）に対して本協会が科す懲罰

およびその運用に関する事項について定める。 

 

第１６８条〔違反行為に対する懲罰〕 

本協会は、加盟・登録団体および選手等が定款、本規程またはこれに付随する諸規程（以下「本規程等」とい

う）に違反した場合は、本章の定めるところにより、懲罰を科すことができる。 

 

第２節 懲罰の種類 

 

第１６９条〔懲罰の種類〕 

① 本協会による加盟・登録団体に対する懲罰の種類は次の各号のとおりとし、これらの懲罰を併科することができる

ものとする。 

(1) 戒 告    口頭をもって戒める 

(2) 譴 責    始末書をとり、将来を戒める 

(3) 罰 金    一定の金額を本協会に納付させる 

(4) 没 収    取得した不正な利益を剥奪し、本協会に帰属させる 

(5) 賞の返還   賞として獲得した全ての利益（賞金、記念品、トロフィー等）を返還させる 

(6) 試合結果の無効（事情により再戦を命ずる） 

(7) 得点または勝ち点の減点または無効 

(8) 出場資格の停止 

無期限または違反行為１件につき１年以内の期限を付して、公式試合への出場権を剥奪する 

(9) 公的業務の停止 

一定期間、無期限または永久的な公的業務の全部または一部を停止する 

(10) 下位ディビジョンへの降格   

(11) 除 名    本協会から除名する 

② 本協会による選手等に対する懲罰の種類は次の各号のとおりとし、これらの懲罰を併科することができるものとす

る。 

(1) 戒 告    口頭をもって戒める 

(2) 譴 責    始末書をとり、将来を戒める 

(3) 罰 金    一定の金額を本協会に納付させる 

(4) 没 収    取得した不正な利益を剥奪し、本協会に帰属させる 

(5) 賞の返還   賞として獲得した全ての利益（賞金、記念品、トロフィー等）を返還させる 

(6) 出場資格の停止 

無期限または違反行為１件につき１年以内の期限を付して、公式試合への出場権を剥奪する 

(7) 資格の降格・剥奪 

審判員ライセンス、審判インストラクターライセンスまたは指導者ライセンス等のバスケットボール

に関する資格を降格または剥奪する 

(8) 公的職務の停止・禁止・解任 

本協会または加盟・登録団体における一切の公的職務を一定期間、無期限または永久的に停

止し、禁止し、または解任する 

(9) バスケットボール関連活動の停止・禁止 

バスケットボールに関する一切の活動を一定期間、無期限または永久的に停止しまたは禁止する

(10) 除名    本協会から除名する 

 

第１７０条〔競技および競技会に関連する違反行為に対する懲罰〕 

本規程等に対する違反行為のうち、公式競技会における審判員による退場処分の対象となる違反行為を除い

た競技および競技会に関連する違反行為のうち、懲罰の対象となる行為およびこれに対する懲罰の基準は、別紙

「公式競技会における違反行為に対する懲罰基準」に定めるとおりとする。 

 

第１７１条〔その他の違反行為に対する懲罰〕 

本規程等に対する違反行為のうち、加盟・登録団体または選手等が次の各号のいずれかに該当する行為を行

った場合には、本章の定めるところにより懲罰を科すものとする。 

(1) 本協会の指示命令に従わなかった場合 
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(2) 本協会、加盟・登録団体または選手等の名誉または信用を毀損する行為を行った場合 

(3) 本協会または加盟・登録団体の秩序風紀を乱した場合 

(4) 刑罰法規に抵触する行為を行った場合 

(5) 加盟・登録団体または選手等に対し、その職務に関して不正な利益を供与し、申込み、要求しまたは約束した

場合 

(6) 加盟・登録団体または選手等が、方法のいかんを問わず、また直接・間接を問わず試合結果に影響を及ぼす

おそれのある不正行為に関与した場合 

(7) 加盟・登録団体または選手等が、脱税その他不正な経理を行った場合 

 

第１７２条〔選手に対する罰金〕 

① 登録Ⅱ種の選手に対しては、罰金を科さないものとする。 

② 登録Ⅰ種の選手に対して罰金を科す場合は、出場停止処分１試合あたり金５万円以下を基準とする。 

 

第１７３条〔管理監督関係者の加重〕 

役員および加盟チームの指導者その他の管理監督関係者が違反行為を行った場合には、特段の定めがない

限り、その違反行為について定められた懲罰の２倍以下の範囲内において、懲罰を加重することができる。 

 

第１７４条〔両罰規定〕 

加盟・登録団体に所属する選手等が違反行為を行った場合には、違反行為を行った本人に対して懲罰を科す

ほか､本人が所属する加盟・登録団体に対しても懲罰を科すことができる。ただし、当該加盟・登録団体に過失が

なかったときは、この限りではない。 

 

第１７５条〔罰金の合算〕 

同時に複数の違反行為が罰金の対象となった場合には、各々について定められた罰金の合算額をもって罰金

の金額とする。 

 

第１７６条〔違反行為の重複による加重〕 

同種の違反行為を重ねて行った場合には、その違反行為について定められた懲罰の２倍以下の範囲内にお

いて、懲罰を加重することができる。 

 

第１７７条〔酌量減軽〕 

違反行為が行われた場合においても、その情状において酌量すべき事情があるときは、その懲罰を軽減するこ

とができる。 

 

第１７８条〔他者を利用した違反行為に対する懲罰〕 

他の者をして違反行為を行わせた加盟・登録団体または選手等には、自ら違反行為を行った場合と同様の懲

罰を科すものとする。 

 

第１７９条〔国外の競技会における違反行為に対する懲罰〕 

本協会は、加盟・登録団体または選手等が、国外で行われる競技会において違反行為を行った場合において

も、本章の定めるところにより懲罰を科すことができるものとする。 

 

第３節 懲罰の決定 

 

第１８０条〔違反行為の調査・審議および懲罰の決定〕 

① 本規程等に対する違反行為のうち、競技および競技会に関連する違反行為に対する懲罰については、規律・プ

レイクリーン委員会の調査および審議を経て、理事会が決定する。 

② 本規程等に対する違反行為のうち、ドーピング禁止に関する違反行為（第１１章）に対する懲罰については、日

本ドーピング防止規律パネルが決定する。 

③ 本規程等に対する違反行為のうち、前２項を除く違反行為に対する懲罰については、裁定委員会の調査および

審議を経て、理事会が決定する。ただし、裁定委員会に準ずる組織または機能を保有する加盟・登録団体（加盟

チームを除く）における違反行為については、当該団体の決定によるものとする。 

 

第１８１条〔裁定委員会等の答申の尊重〕 

理事会は、裁定委員会または規律・プレイクリーン委員会の答申を十分に尊重し、かつ、本協会全体の利益を

考慮した上、懲罰の決定を行うものとする。 

 

第１８２条〔理事会の決定の最終的拘束力および再審査請求〕 

① 理事会の懲罰に関する決定は最終的なものであり、全ての加盟・登録団体および選手等はこれに拘束され、理

事会の決定に関しては、ＣAＳまたはＪＳＡＡへの不服申立の提起を除き、裁判所その他の機関等に不服申立を行

うことはできない。ただし、懲罰を受けた者は、十分な新たな反証を有する場合に限り、懲罰の当事者への通知後
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１０日以内に、本協会裁定委員会に対して申立書および証拠を提出し、手数料１０万円を納付して再審査を請求

することができる。 

② 再審査の手続きは、裁定委員会または規律・プレイクリーン委員会の調査および審議の手続きに準ずるものと

し、再審査申立に対して出された理事会の決定は最終的なものとし、さらなる再審査を求めることはできない。 

 

第１８３条〔権限の委任〕 

① 本協会は、都道府県バスケットボール協会、ブロックバスケットボール協会、各種連盟および公式競技会の主催

者（以下、本条において「都道府県協会等」という）に対し、その所管する加盟・登録団体または選手等に関する

規律・懲罰問題を本章の規定に従って処理し、懲罰を決定・適用する権限を委任する。 

② 都道府県協会等は、前項に従って規律・懲罰問題を処理するため、それぞれ規律・プレイクリーン委員会を設置

しなければならない。 

③ 都道府県協会等は、決定した懲罰の内容を本協会に報告しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する懲罰を科す場合には、懲罰案を本協会に通知し、本協会の理事会が懲罰を決定・適用する。 

(1) １年以上の出場停止処分 

(2) 罰金 

(3) 没収 

(4) １年以上の公的職務の停止・禁止・解任 

(5) １年以上のバスケットボール関連活動の停止・禁止 

(6) 下位ディビジョンへの降格 

(7) 除名 

 

第４節 規律・プレイクリーン委員会における調査および審議の手続き 

 

第１８４条〔調査・審議の手続き〕 

本協会、都道府県協会、各種連盟および公式競技会の規律・プレイクリーン委員会（以下、本節においては単

に「規律・プレイクリーン委員会」という）における違反行為に対する調査および審議の手続きは、本節に定めると

ころによる。 

 

第１８５条〔違反行為の事実関係の調査〕 

① 本協会、都道府県バスケットボール協会、ブロックバスケットボール協会、各種連盟および公式競技会の主催者

は、その所管する加盟・登録団体または選手等による競技および競技会に関連する違反行為が明らかになり、報

告書等により懲罰の審査が必要と思われる事実の報告があった場合、規律・プレイクリーン委員会に委任して、事

実関係の調査を行うものとする。 

② 前項の調査の対象となった加盟・登録団体または選手等は、当該調査に協力しなければならない。 

 

第１８６条〔審理の非公開〕 

規律・プレイクリーン委員会における懲罰に関する審理および記録は非公開とする。ただし、審理の公正が害さ

れるおそれがなく、かつ、相当の理由があると認められる場合は、関係者の傍聴を許すことができる。 

 

第１８７条〔聴聞〕 

規律・プレイクリーン委員会は、原則として当事者に対し事情聴取を行い、その意見を聴取するものとする。た

だし、当事者の同意がある場合または対象者が事情聴取を拒否もしくは無断欠席した場合は、この限りではな

い。 

 

第１８８条〔言語〕 

① 規律・プレイクリーン委員会の手続きにおける言語には、日本語を使用するものとする。 

② 当事者または関係者が外国語を使用する場合には、口頭の陳述については日本語の通訳を同行し、文書につ

いては日本語の訳文を添付しなければならない。 

 

第１８９条〔代理人〕 

弁護士および規律・プレイクリーン委員会が承認した者以外の者は、当事者の代理人となることができない。 

 

第１９０条〔証拠の評価〕 

① 懲罰の審理においては、主審、第一副審、第二副審、マッチコミッショナー、テクニカルコミッティーおよび審判

評価員の報告、当事者および目撃者の供述および文書、音声および画像の記録ならびに専門家の意見その他

一切の証拠を参照することができる。 

② 審判、マッチコミッショナー、テクニカルコミッティーおよび審判評価員の報告書に含まれる事実は、正しいものと

推定する。 

 

第１９１条〔議決〕 

規律・プレイクリーン委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決する。可否同数の場合は、委員長の決す
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るところによる。 

 

第１９２条〔答申の作成〕 

規律・プレイクリーン委員会は、調査および審議の上、次の各号の事項を記載した答申を作成し、これを理事

会に提出しなければならない。 

(1) 当事者の氏名（団体の場合は団体名および代表者名）および住所 

(2) 代理人がある場合は、その氏名および住所 

(3) 主文（判断の結論。効力発生日を含む） 

(4) 判断の理由 

(5) 作成年月日 
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第１１章 ドーピングの禁止 

第１９３条〔ドーピングの禁止〕 

① 本協会は選手の健康を保持するとともに、試合の公平な実施を確保するため、ドーピンクを禁止し、ドーピング

検査を実施する。 

② ドーピングに関する事項は、理事会において別に定める「ドーピング防止規程」の定めるところによる。 

 

第１９４条〔公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（ＪＡＤＡ）〕 

本協会は、前条第１項に規定するドーピング検査を実施するため、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構

に加盟し、ドーピング検査を委託する。 
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第１２章  改  正 

第１９５条〔改正〕 

本規程の改正は、理事会および評議員会の議決を得て、これを行う。 
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第１３章 附  則 

第１９６条〔施行〕 

本規程は、平成２５年３月１６日から施行する。 

 

平成２５年７月１日一部改定 

平成２６年３月１５日一部改定 

平成２７年３月１４日一部改定 

 

 


